第８章　製造業
概況
　本府工業の昭和52年12月31日現在における製造事業所数は、６万9,215事業所で、前年に比べ1.5パーセント（1,936事業所）減となり３年ぶりに７万事業所を割った。
　業種別にみると、重化学工業部門では、石油・石炭の11.0パーセント（8事業所）減が大きく、ついで鉄鋼2.7パーセント（49事業所）減、精密機器2.2パーセント（20事業所）減など９業種のうち６業種で減少しており、減少実数では金属製品の190事業所減が最も大きい。
　軽工業部門では、なめし皮が0.8パーセント（11事業所）増、出版・印刷が0.1パーセント（4事業所）と２業種で微増を示したのみで、他の９業種はすべて減少となった。なかでも繊維の315事業所減が大きく、その他の製造業116事業所減、家具105事業所減、衣服103事業所減と続き、これらの４業種で、実に減少実数の６割を占めている。
　48年以降減少傾向にある従業者数は、不況の長期化による生産活動の停滞、国内消費需要の伸び悩み、それに伴う新規採用の抑制などの厳しい雇用調整等の影響により、前年に比べ3.5パーセント（3万4,385人）減の94万2,878人となった。
　業種別にみると、重化学工業部門では、前年増勢を示した輸送機器、電気機器も減少に転じ、すべての業種で減少となった。なかでも、鉄鋼の4.7パーセント減、非鉄金属4.5パーセント減、化学4.4パーセント減など素材産業での減少が目立っている。一方、減少実数では、一般機械の3,299人（2.4パーセント）減、化学の2,619人（4.4パーセント）減が大きい。
　又、食料品を除いたすべての業種で減少となった軽工業部門では、家具の10.0パーセント（2,049人）減が著しく、ついで木材が8.3パーセント（1,488人）減と大きく、ゴム製品の8.2パーセント（1,018人）と続いている。
　製造品出荷額は、前年に比べ6.2パーセント（8,512億円）増と、はじめて14兆円を超え、14兆5,871億円となったものの、本府鉱工業生産指数からは、投資財及び生産財の停滞、耐久消費財の堅調な伸びがうかがわれるなど業種間における業況の跛行性が目立っている。
　部門別にみると、重化学工業・軽工業の両部門とも前年に引き続き増勢を示し、それぞれ6.8パーセント（6,009億円）増、5.1パーセント（2,503億円）増となった。
　業種別にみると、重化学工業部門では、ガス機器、石油機器など耐久消費財の堅調な需要と建設用金属製品の伸びを反映した金属製品の11.7パーセント（1,478億円）増を筆頭に、前年20パーセント台と顕著な伸びを示した電気機器や輸送機器が、それぞれ11.0パーセント（1,547億円）増、9.3パーセント（622億円）増と着実な伸びを示した。
　又、軽工業部門では、前年6.9パーセント増となった食料品が17.3パーセント（1,512億円）増と大きく、ついで、衣服が12.8パーセント（357億円）増、パルプ・紙の8.4パーセント（370億円）増が続き、これらの３業種が府平均伸び率6.2パーセントを上回った。その反面、前年25.4パーセント増と大幅な増加を示した家具が9.7パーセント（230億円）減、ついで、木材が2.9パーセント（69億円）減、繊維の1.3パーセント（125億円）減が注目される。
　地域別の出荷額をみると、各地域とも引き続き上伸している。前年13.9パーセントの伸びを示した北大阪地域は、輸送機器をはじめ衣服、食料品などを中心に14.0パーセント（2,132億円）増と順調な伸びをみせ、ついで南河内地域11.3パーセント（524億円）増、東大阪地域は、8.4パーセント（2,786億円）増となっている。
　一方、大阪市地域は3.8パーセント（2,007億円）増、泉州地域3.4パーセント（1,062億円）増と、この２地域では、府平均伸び率6.2パーセントを下回っている。
工業生産活動の動向
　昭和52年の大阪府鉱工業生産指数は、年平均で114.3となり、51年の110.2に比し3.8パーセントの上伸となった。
　生産の推移を四半期別にみると、１月から３月期は電気機械、精密機械の好調月から前期比（季節調整済）1.3パーセント増となり、４月から６月期は0.7パーセントの低下、７月から９月期は金属製品の上昇と非鉄金属の持直しにより0.9パーセント増と再び上伸したが、10月から12月期に至って電気機械の低下傾向と輸送機械の低迷等により1.1パーセントの低下となった。
　さらに年間の動きを前年同期比でみると、年初１月から３月期7.7パーセント増、４月から６月期5.1パーセント増と好調に上伸しているが、７月から９月期2,5パーセント増、10月から12月期0.4パーセント増と年初の伸びが年央月から年末にかけて続かず、これにより年間の伸びは緩やかなものとなっている。
　生産の動向を業種別にみると、15業種のうち、昨年と比べ上伸したのは、金属製品工業の15.2パーセント増をはじめ、電気機械工業、化学工業等10業種となっている。
　一方、低下したのは、鉄鋼業、輸送機械工業等５業種となっている。
　又、生産活動の水準が最高であった石油ショック前後と比べ、その水準をこえているのは、化学工業、食料品、たばこ工業のわずか２業種となり、ピーク時はもとより昨年と引き続き低下したのは、輸送機械工業、石油、石炭製品工業となっており、業種間格差が広がっている。
　生産の推移を財別でみると資本財、建設資材は民間設備投資の低迷を反映し、それぞれ前年比1.3パーセント増、同1.0パーセント増と低い伸びとなった。
　一方、耐久消費財は、昨年に引き続き好調に推移し前年比13.4パーセント増となり、非耐久消費財も前年比5.4パーセント増となっている。
　又、回復の遅れている生産財は、前年比0,3パーセントの微増となっている。
